
 
 
 
 
 
 

平 成 ２ １ 年 度 
 
 
 
 
 

消 防 本 部 
定 期 監 査 報 告 書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

笛 吹 市 監 査 委 員 



 - 1 -

１ 監査の対象  

  消防本部に係る財務に関する事務の執行状態並びに事業の管理状態について監

査を実施。 

 

 

２ 監査基準日・監査の範囲  

  平成２１年８月３１日現在の財務及び事務に関すること 

 

 

３ 監査の実施日 

平成２１年１０月７日 午後３時３０分から 

 
 
４ 監査の方法 

監査の対象となった一般会計の下記項目について、消防本部から提出された資料

に基づき説明聴取を行うとともに、関係帳簿、証憑書類の突合及び計算突合等によ

り関係諸記録を相互に付き合わせ、その記録又は計算の正否を確かめた。 

１  「平成２０年度定期監査指摘要望事項措置状況報告書」 

２  「職員の事務分掌表」 

３  「主要事務事業の概要」 

４-①「懸案事項及び業務に関する問題点」 

４-②「指定事項調書」 

① 出張所の耐震化について 

② 大規模災害時の他消防本部との人員体制・資機材の配備体制比較につ

いて 

③ 住宅用火災報知器の設置の促進について 

  ５-①「委託契約（一般委託）（予定）調書」 

  ６  「負担金補助金及び交付金支出（予定）状況調書」 

  ７   「工事請負実施（予定）調書」 

９   「歳入状況調書」 

10   「歳出状況調書」 

13   「賃貸借に関する調書」 

  17-１「手数料等集計表」 

  17-２「徴収の流れ」 

 

 

 

５ 監査の着眼点 

  監査にあたり次の点に着眼し監査を行った。 

・ 事務事業が法、条例規則等に則り適正に行われているか。 

・ 住民サービス向上の観点から、現行の事務事業が適正なものか否か。 

・ 現金出納が適正に行われているか。 
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６ 監査の結果 

 （１）予算・財務に関する事務 

    平成２１年８月３１日現在における消防本部から提出された一般会計歳入

歳出状況調書の金額は、監査の結果関係帳簿等の記載金額と一致し適正に執行

されていた。収納事務については、検査の結果適切に処理されていることを確

認するとともに、支出伝票関係についても適正に処理されていた。 

 

（２）事務・事業の執行状況 

    消防本部に係る主な事務事業の執行については、良好であると認められる。 

    なお、監査において気がついた点を後述するので、今後適切な措置を講じら

れたい。 

 

 

７ 指摘・要望事項 

①職員の充足率が約半分になっているので、市民の安

心・安全な暮らしを守るため、市と協議をして、充足

率向上に向けての対応を検討すること。 
②救急患者の搬送については、峡東地域保健医療推進委

員会の設立を期に、夜間当番医制度が施行されている

が、今後も継続に努力をし、救急患者のたらい回しを

極力少なくするように努力すること。 

消防本部 事務

事業 

③県下一消防本部については、現在の消防体制、負担金、

事業費の軽減等について、慎重に検討・検証し協議を

行うこと。 
 
 
８ 前年度定期監査指摘要望事項に対する対応措置について 

  平成２０年度定期監査において指摘された事項については、以下のとおりその対

応措置が示された。 

 
《指摘要望事項①》 

  単年度契約で賃借している駐車場用地については、長期的な必要性を精査し、当該契約の方

向性を明確にすること。 

《対応措置の内容》 

  消防本部として永久的に消防用行政財産として使用する用地であることから、賃借ではなく

購入の方向で検討した。まず、土地の所有者に対し売買について今現在の意思確認をしたとこ

ろ、条件によっては検討したい旨の回答が得られた。平成 22 年度事業として位置づけ、事前準

備作業として賃借している土地の評価額を知るための不動産鑑定手数料を 9 月補正計上した。

また、税務署担当職員と租税特別措置法適用等について事前協議を実施中である。 

《指摘要望事項②》 

  中部出張所への救急救命士の早期配置を図られたい。 

《対応措置の内容》 

  中部出張所への救命救急士配置を受け、現有の有資格者の中から配属した場合、他の救命救

急士搭乗救急隊運用に支障を来す恐れがあるため、平成 21 年度事業で救急救命士養成計画に基

づき資格取得を目指し、職員 2 名を東京都にある救命救急研修所に派遣して養成中であり平成

22 年度でも計画している。また、10 月 1 日より現有の有資格者の中から 3名を中部出張所へ配

属し、高規格救急車の運用が開始される予定である。 

《指摘要望事項③》 
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  随意契約による委託事業については、委託内容の精査等を行い、委託経費の節減に努められ

たい。 

《対応措置の内容》 

  委託契約については、随意契約によるところが多いが、消防用機器等の製造業者あるいは施

設の設置施工業者等であるため機器等に精通しており、故障時の対応も迅速丁寧で信用が置け

る。また、個人情報等の機密保持の観点からも他の業者では不具合が発生しかねないと考える。

今後については委託内容を十分精査し、業者との金額面の交渉も再度行い経費節減に努めたい。 

 

 

９ 指定事項の回答について 

  本監査において、監査委員が指定した事項（指定事項調書）については、その現

状及び今後の方針が以下のとおり回答された。 
《指定事項①》 

  出張所の耐震化について 

《現状及び今後の方針》 

  当消防本部には 3 ヵ所に出張所があるが、東部（御坂町内）及び中部（境川町内）出張所は

昭和 50 年 7 月に建設、春日居出張所については東山梨消防本部において昭和 49 年 4 月に建設

された。その後平成 16 年 10 月の町村合併時に移管され庁舎内の改装後運用を開始した。 

  3 出張所とも築 34 年を経過し老朽化しており、不良個所については随時補修を施している。 

  出張所の耐震化については、3 出張所とも平屋建て鉄筋コンクリート造の 200 平方メートル

前後の建物であり、現在のところ耐震化の補強はしていない。しかしながら防災拠点となる施

設であるため今後耐震化の対策は図っていかなければならないと考えるが、老朽化建物という

こともありコスト面からみると新築についても検討しなければならないと考える。新築につい

ては財政上の制約もあることから中長期的な視点で検討、また、消防署所の適正配置を検討す

る中で、山梨県で推進している消防の広域化を見据えたうえの出張所の統廃合も検討する必要

があると考える。 

《指定事項②》 

  大規模災害時の他の消防本部との人員体制・資器材の配備体制比較について 

《現状及び今後の方針》 

  消防職員については、現在 83 名で、来年度採用職員 2名を予定しており条例定数に対する充

足率は 100％となる。しかし、国で定めた消防職員数の算定基準である「消防力の整備指針」

により算出した職員数は 158 名となり、充足率は 54％という非常に低い数値となっている。（但

しこの数値は県下の他消防本部においてもほぼ同様の数値となっている。）一方「資機材」につ

いては、県内でもトップクラスの装備となっている。また、県下でいち早く水槽付きポンプ車

の導入を図ることにより、より短時間に初期消火が行える体制が整っている。 

  救急業務については、県下 10 消防本部中、救急出動時の現場到着時間は最短である。また、

災害事前予防業務として実施する防火対象物や危険物施設への立ち入り査察の執行率について

も類似消防本部の執行率を大きく引き離し県下トップクラスの 24％となっている。 

  しかし、複雑多様化する社会の中で放射性物質・細菌・化学物質による NBC 災害など、従来

では考えられないような特殊な事故や災害が実際に本市でも発生している。また、東海地震に

代表される大規模災害が発生したら消防職員並びに装備の充足状況は残念ながら想定の域をは

るかに超えるものと考えられる。併せ、特殊事情として本市には観光地である石和・春日居温

泉郷があり、休日や週末には観光客が訪れることにより消防需要は他消防本部と比較すると

質・量ともに多いのも現実である。 

  平成 19 年度 79 名であった職員数も平成 22 年度には 85 名になる予定で、実質 6 名の増員と

なる見込みである。また、消防装備についても国の経済対策交付金事業などを導入してさらな

る充実を年次図っているところである。「消防力の整備指針」においても全国を一元的な括りと

して定めているもので当直制度の違いや業務の進行によっても充足率の算定には大きな差異が

現れる。 

  本年 10 月から実施される中部出張所の救急業務の高度化を始め、さらなる災害予防業務の充

実などを考慮した中で、実際に現在執行している消防サービスが低下、あるいは消防職員への

負担が過重になるような状況が発生するようなら率直に定数条例の改正並びに増員等の措置を
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講じていきたいと考える。 

《指定事項③》 

  住宅用火災警報器の設置の促進について 

《現状及び今後の方針》 

  平成 23 年 6 月の本格施行に向けて、あらゆるメディアを通じて、住宅用火災警報器の設置普

及活動を展開しているが、既存住宅の設置普及率について把握することが困難である。 

 今後は、まちづくり基礎調査や救命講習会などの参加者を対象としたアンケートを基に設置普

及率の把握を図りながら、設置普及活動をさらに強化推進して市内住宅の設置普及率 100％を

目指す。 

 


